
 

認知症対応型・介護予防認知症対応型共同生活介護  

レビーグループホームおゆみ野苑 重要事項説明書 

１．事業者概要 

事業者名称 レビー・ケア株式会社 

主たる事業所の所在地 千葉県船橋市上山町１－１５７―１ 

法人種別 営利法人 

代表者名 代表取締役社長 佐藤 千晶 

設立年月日 平成１０年８月２６日 

電話番号 ０４７－３３８－８８５５ 

ファクシミリ番号 ０４７－３３８－８８００ 

ホームページアドレス http://www.levee-care.co.jp/ 

 

2．ご利用事業所 

（１）事業所の所在地 

ご利用事業所の名称 レビーグループホームおゆみ野苑 

事業所の指定番号 １２７０５００５７０ 

所在地 千葉県千葉市緑区おゆみ野南 6丁目48-2 

電話番号 ０４３－２９３－８０８０ 

ファクシミリ番号 ０４３－２９３－８１８１ 

開設年月日 平成１６年５月１日 

管理者（ホーム長）の氏名 三田 克幸、廣岡 健 

利用定員 １８名（２ユニット、１ユニットにつき9名） 

サービス提供地域 千葉市 

 

（２）事業の目的 

認知症によって自立した生活が困難になった利用者に対して、家庭的な環境のもとで、日常生活のお世話及び心身の

機能訓練を行う事により、利用者が有する能力に応じ可能な限り自立した生活ができるよう支援することを目的とし

ます。 

 

（３）事業の運営の方針  

① 介護予防・認知症対応型共同生活介護の提供にあたっては、認知症である利用者が可能な限り共同生活住居にお

いて、家庭的な環境と地域住民との交流のもとで、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能

訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう援助するものとし

ます。 

② 事業所は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めるものとします。 

③ 事業所は、利用者の認知症の症状の進行を緩和し、安心して日常生活を送ることができるよう利用者の心身状況

を踏まえて、妥当適切にサービスを提供します。 

④ 事業の実施に当たっては、利用者の所在する市町村、居宅介護支援事業者、地域包括支援センター、他の地域密

着型サービス事業者又は居宅サービス事業者、保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者、地域住民等との連

携に努めるものとします。 

⑤ 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、従業者に対し、研修

を実施する等の措置を講じるものとします。 

⑥ 事業所は、指定認知症対応型共同生活介護等を提供するに当たっては、介護保険法第１１８条の２第１項に規定

する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めるものとします。 



⑦ 指定認知症対応型共同生活介護等の提供の終了に際しては利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとと

もに、居宅介護支援事業者へ情報の提供を行います。 

⑧ 前７項のほか、「千葉市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」、「千

葉市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」に定める内容を遵守

し、事業を実施するものとします。 

 

（４）事業所の施設概要 

  建築 鉄筋コンクリート造2階建 ５５６．４８㎡ 

敷地面積 ９４８．４３㎡ 

ユニット数 ２ユニット（１ユニットにつき９名） 

 

【居室及び共用部分】 

居 室 数 １ユニット  ９室 

１部屋につき１１．３５㎡ 

食堂・居間 ４７．５１㎡ 

台   所 １ユニットにつき１箇所 

ト イ レ １ユニットにつき３箇所 

浴   室 １ユニットにつき１箇所 

事 務 室 １ユニットにつき１箇所 

 

（５）事業所の職員体制 

管理者 １階：三田 克幸（みた かつゆき） ２階： 廣岡 健（ひろおか たけし） 

 

職 職 務 内 容 人 員 数 

管理者 

1 従業者及び業務の実施状況の把握その他の業務の管理を

一元的に行います。 

2 従業者に、法令等において規定されている指定認知症対

応型共同生活介護（介護予防認知症対応型共同生活介護）

の実施に関し、事業所の従業者に対し遵守すべき事項に

おいて指揮命令を行います。 

常 勤 １名 

計画作成担当者と兼務 

計画作成担当者 

1 適切なサービスが提供されるよう介護計画を作成します。 

2 連携する介護老人福祉施設、介護老人保健施設、医療機関

等との連絡・調整を行います。  

常 勤 ２名 

管理者と兼務 

介護従業者 1 利用者に対し必要な介護および世話、支援を行います。 

利用者３名に対し、職

員１名以上 

 

 

（６）職員の勤務体制 

日中 利用者３名につき、介護従事者1名配置（８時～１９時）。１ユニットにつき最大３名配置。 

夜間 1ユニットにつき1名 

 

（７）営業日・サービス提供時間 

営業日 年中無休 土日祝日も営業しています。 

サービス提供時間 ２４時間 

 



（８）協力医療機関 

医療機関の名称 
みんなのライフサポートクリニック

蘇我 

医療法人社団 海星会 

院長名 菅澤 康幸 川本 真 

所在地 
千葉市中央区南町2－6－18 

金澤ビル101号室 

千葉市若葉区都賀3-2-5 

電 話 043-235-8212 043-235-4182 

診療科目 内科 歯科 

 

３ 提供するサービス及び利用料等 

（１）提供するサービスについて（介護保険給付サービス） 

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容 

（介護予防）認知症対応型共同生

活介護計画の作成 

1 サービスの提供開始時に、利用者の心身の状況、希望及びその置かれてい

る環境を踏まえて、地域における活動への参加の機会の確保等、他の介護

事業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサー

ビス内容を記載した（介護予防）認知症対応型共同生活介護計画を作成し

ます。 

2 利用者に応じて作成した介護計画の内容について、利用者及びその家族に

対して、説明し同意を得ます。 

3 （介護予防）認知症対応型共同生活介護計画を作成した際には、当該（介

護予防）認知症対応型共同生活介護計画を利用者に交付します。 

4 計画作成後においても、（介護予防）認知症対応型共同生活介護計画の実施

状況の把握を行い、必要に応じて介護計画の変更を行います。  

食       事 

1 利用者ごとの栄養状態を定期的に把握し、個々の利用者の栄養状態に応じ

た栄養管理を行います。 

2 摂食・嚥下機能、その他入所者の身体状況、嗜好を考慮した食事を適切な

時間に提供します。 

3 可能な限り離床して食堂で食事をとることを支援します。 

4 食事の自立に必要な支援を行い、生活習慣を尊重した適切な時間に必要な

時間を確保し、共同生活室で食事をとることを支援します。 

日常生活上

の世話 

食事の提供及び

介助 

1 食事の提供及び介助が必要な利用者に対して、介助を行います。 

2 嚥下困難者のためのきざみ食、流動食等の提供を行います。 

入浴の提供及び

介助 

1 １週間に 2 回以上、事前に健康管理を行い、適切な方法で入浴の提供又は

清拭（身体を拭く）、洗髪などを行います。 

排せつ介助 
介助が必要な利用者に対して、自立支援を踏まえ、トイレ誘導やおむつ交換を

行います。 

離床・着替え・整

容等 

1 寝たきり防止のため、できる限り離床していただくように配慮します。 

2 生活リズムを考え、毎朝夕の着替えのほか、必要時に着替えを行います。 

3 個人の尊厳に配慮し、適切な整容が行われるように援助します。 

移動･移乗介助 介助が必要な利用者に対して、室内の移動、車いすへ移乗の介助を行います。 

服薬介助 
介助が必要な利用者に対して、配剤された薬の確認、服薬の介助、服薬の確認

を行います。 

機能訓練 

日常生活動作を

通じた訓練 
日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行います。 

レクリエーショ

ンを通じた訓練 

利用者の能力に応じて、集団的に行うレクリエーションや歌唱、体操などを通

じた訓練を行います。 



健康管理 1 定期的に医師による診察日を設け、利用者の健康管理につとめます。 

若年性認知症利用者 

受入サービス 

若年性認知症（40歳から 64歳まで）の利用者ごとに担当者を定め、その者を

中心にその利用者の特性やニーズに応じたサービス提供を行います。 

その他 

1 利用者の選択に基づき、趣味･趣向に応じた創作活動等の場を提供します。 

2 良好な人間関係と家庭的な生活環境の中で、日常生活が過ごせるよう、利

用者と介護事業者等が、食事や掃除、洗濯、買い物、レクリエーション、

外食、行事等を共同で行うよう努めます。 

3 利用者・家族が必要な行政手続き等を行うことが困難な場合、同意を得て

代わって行います。  

4 常に利用者の心身の状況や置かれている環境等の的確な把握に努め、入所

者、家族に対し、その相談に応じるとともに、必要な支援を行います。 

5 常に家族と連携を図り、利用者・家族との交流等の機会を確保します。  

 

（２）利用料（地域区分3級 １単位につき10.68円とする） 

① 介護予防・認知症対応型共同生活費（共同生活住居数はⅡ） 

サービス提供時間 

 

事業所区分・要介護度 

基本単位 
利用料 

(円) 

利用者負担額 

 1割負担 

（円） 

2割負担 

(円) 

3割負担 

(円) 

Ⅱ 

要支援２ 748 7,988 798 1,597 2,396 

要介護１ 752 8,031 803 1,606 2,409 

要介護２ 787 8,405 840 1,681 2,521 

要介護３ 811 8,661 866 1,732 2,598 

要介護４ 827 8,832 883 1,766 2,649 

要介護５ 844 9,014 901 1,802 2,704 

【留意事項】 

※ 身体拘束廃止に向けての取り組みとして、身体拘束適正化の指針整備や適正化委員会の開催、定期的な職員研修

の実施などを行っていない場合は、上記金額の90/100となります。 

※ 夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、上記の97/100となります。 

※ 利用者について、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合であって、入院後３月以内に退院することが明ら

かに見込まれる場合であって、退院後再び当該指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所に円滑に入居する

ことができる体制を確保している場合に、１月に６日を限度として246単位（利用料2,570円、１割負担：257円、

２割負担：514円、３割負担：771円）を算定。 

 

② 加算料金 

加算 
基本 

単位 
利用料 

利用者負担 
算定回数等 

1割負担 2割負担 3割負担 

認知症行動・心理症状緊急対応加算 200 2,136 213 427 640 
１日につき（７日を限度） 

（短期利用の場合のみ） 

若年性認知症利用者受入加算 120 1,282 128 256 384 １日につき 

看取り介護加算★ 

72 769 76 153 230 死亡日以前31日以上45日以下 

144 1,538 153 307 461 死亡日以前４日以上30日以下 

680 7,262 726 1,452 2,178 死亡日の前日及び前々日 

1,280 13,670 1,367 2,734 4,101 死亡日 

初期加算 30 320 32 64 96 １日につき 

医療連携体制加算(Ⅰ)★ 39 417 41 83 125 １日につき 



医療連携体制加算(Ⅱ)★ 49 523 52 104 156 １日につき 

医療連携体制加算(Ⅲ)★ 59 630 63 126 189 １日につき 

退居時相談援助加算 400 4,272 427 854 1,281 １回につき 

栄養管理体制加算 30 320 32 64 96 1月につき 

口腔衛生管理体制加算 30 320 32 64 96 1月につき 

口腔・栄養スクリーニング加算 20 214 21 42 64 1回につき 

科学的介護推進体制加算 40 427 42 85 128 １月につき 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 22 235 23 47 70 

１日につき サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 18 192 19 38 57 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 6 64 6 12 19 

介護職員等ベースアップ等支援加算 

※2022年10月1日から算定開始 

所定単位数

の 

23/1000 

左記の単位数×地

域区分 

左記の 

1割 

左記の 

2割 

左記の 

3割 

基本サービス費に各種加算・減算を

加えた総単位数（所定単位数） 

※介護職員等特定処遇改善加算、介

護職員処遇改善加算を除く。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 

所定単位数

の 

181/1000 

左記の単位数×地域

区分 

左記の 

1割 

左記の 

2割 

左記の 

3割 

基本サービス費に各種加算減算を加

えた総単位数（所定単位数） 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 

所定単位数

の 

174/1000 

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 

所定単位数

の 

150/1000 

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 

所定単位数

の 

122/1000 

 

※ 認知症行動・心理症状緊急対応加算は、医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困

難であり、緊急に当事業所を利用することが適当であると判断した利用者に対して、サービスを提供した場合に、入

居を開始した日から７日間を限度として算定します。 

※ 若年性認知症利用者受入加算は、若年性認知症（40歳から64歳まで）の利用者を対象に指定(介護予防)認知症

対応型共同生活介護を行った場合に算定します。 

※ 看取り介護加算は、看取りに関する指針を定め、利用者又は家族の同意のもと、医師、看護師等多職種共同にて

介護に係る計画を作成し、計画に基づき利用者がその人らしく生き、その人らしい最期を迎えられるように支援した

場合に算定します。 

※ 初期加算は、当事業所に入居した日から30日以内の期間について算定します。 

※ 医療連携体制加算は、当事業所の従業者若しくは病院や訪問看護ステーション等との連携により看護師を配置し、

24時間の連絡体制や利用者が重度化した場合の指針を定めるなどにより、利用者の日常的な健康管理や医療ニーズに

対して適切な対応が取れる体制を整備している場合に算定します。 

※ 退居時相談援助加算は、利用期間が１月を超える利用者が退居し、居宅にて居宅サービス等を利用する場合に、

退居後の各サービスについての相談援助を行い、利用者の同意を得て退居後２週間以内に市町村等に利用者の介護状

況を示した文書を添えて各サービスに必要な情報を提供した場合に算定します。 

※ 栄養管理体制加算は、管理栄養士等が従業者に対して栄養ケアに係る技術的助言及び指導を月１回以上行ってい

る場合に、算定します。 

※ 口腔衛生管理体制加算は、当事業所の介護職員が歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士から口腔ケア



に係る技術的助言及び指導を月１回以上受けている場合に算定します。 

※ 口腔・栄養スクリーニング加算は、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態及び栄養状態のス

クリーニングを行った場合に算定します。 

※ 科学的介護推進体制加算は、利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況等の基本的な情報を厚

生労働省に提出し、その情報を認知症対応型共同生活介護の適切かつ有効な提供に活用している場合に、算定します。 

※ サービス提供体制強化加算は、厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして届け出た事業所が、利用者

に対して(介護予防)認知症対応型共同生活介護を行った場合に算定します。 

※ 介護職員等ベースアップ等支援加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員処遇改善加算は、介護職員等の

処遇を改善するために賃金改善や資質の向上等の取り組みを行う事業所に認められる加算です。介護職員等ベースア

ップ等支援加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員処遇改善加算は、区分支給限度基準額の対象外となりま

す。 

 

③ その他費用について（介護保険対象外サービス） 

以下の金額は利用料金の全額が利用者負担となります。 

種類 内容 利用料 

居室の提供 

（家賃） 

個室１８室（１階か２階）のいずれかに

入居していただきます。その１室分の月

額の室料です。 

月額 ６０,０００円 非課税 

生活保護の方は住居扶助費に基づき

ます。 

前

払

い

費

用 

食材の提供 

（食材料費） 

朝食３８０円、昼食５４０円、夕食５８０円、おやつ１日の料金も含む 

おやつを含め３食摂取の場合１日につき１,５００円 

30日で約４５，０００円となります。（非課税） 

水道光熱費 水道・ガス・電気等の水道光熱費 月額 ２５,０００円 非課税 

日用品費 個人で必要な生活必需品 実費  

後

払 

い

費

用 

 

オ 

プ

シ 

ョ

ン 

費 

用 

 

おむつの提供 
利用者の希望に応じて提供します。 

尿とりパット、はくパンツ、紙おむつ 
実費 

行政手続きの代行 
市・区役所での書類の申請交付、申請手

続き等を代わって行います。 
実費 

理容・美容サービス 
毎月 2回理髪店の出張による理髪のサー

ビスをご利用いただけます。 
実費 

 

教養娯楽施設 

のご利用 

下記の教養娯楽費用につき 

 趣味活動（習字教室、絵画教室音楽療

法、）等、喫茶コーナー 

実費 

レクリエーション 
施設行事計画にそって、レクリエーショ

ン行事や演芸会を企画します。 

 

実費 

消耗品費 個人で使用した物品及び外部クリーニング等は実費で自己負担になります。 

福祉用具使用料 

基本の福祉用具は施設内で用意していま

す。もし、利用者の心身状況により特定

の福祉用具が必要になった場合は、全宅

利用者の負担となります。介護計画作成

担当者にお問い合せ下さい 

実費 

通院介助費 本人の希望等必要以上の通院の場合 １回１時間１,０００円 

 

 

④ お支払い方法 

 ・毎月20日付にて（翌月分の家賃・食材料費・水道光熱費）と（前月分の介護保険自己負担費 

 オプション費）の請求書を送付いたしますので、当月の月末までにお支払いください。お支払い方法は原則、



利用者の口座からの自動振替となります。但し、入居して間もない場合は自動振替の登録手続きが完了してい

ない場合がありますので、その間は事業者指定口座への振込をお願いすることがあります。 

 ・支払いの確認をしましたら、領収書を翌月に請求書と合わせてお渡しします。 

 ・入居日と退去日が月の途中の場合は（家賃・食材料費・水道光熱費）は日割り計算で精算させていた 

だきます。 

・ 敷金に240,000円をお預りさせていただきます。ただし生活保護の方は212,000円前後となります。 

 

４． 衛生管理等 

（１） 利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努めるとともに、

衛生上必要な措置を講じます。 

（２） 食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとと

もに、常に密接な連携に努めます。 

（３） 事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次に掲げる措置を講じます。 

（４） 新型コロナウィルス等の感染症が流行している期間は、面会を原則禁止にさせていただきます。面会禁止に

ついて、施設から連絡します。 

 

５．緊急時の対応について 

（１）サービス提供中に利用者の主治医又は事業者の協力医療機関への連絡を行い、医師の指示に従います。また、

緊急連絡先に連絡いたします。また、主治医への連絡が困難な場合、利用者の症状が悪化した場合は、救急搬送等の

緊急搬送等の必要な措置を講じます。 

 

利用者の主治医 ※特にない場合は、記入不要。協力医療機関へお取次ぎいたします。 

主治医： 

診察所名 

病院名 

 備考 

住   所 
 

 

電話番号 
 

 

 

緊急連絡先 ※少なくとも1名分の連絡先をご記入願います。 

氏  名 
①  

 

②  

住  所 
 

 

 

電話番号 
 

 

 

続   柄 
 

 

 

 

６． サービス提供に関する相談・苦情について 

（１） 苦情処理の体制 

 ① 提供した指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護に係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付

けるための下記の通りの窓口を設置します。 

   

ホーム苦情相談窓口 担当者 三田 克幸  午前9時～午後5時 

千葉県国民健康保険団体連合会介護保険課苦情相談係 千葉市稲毛区天台6-4-3 043-254-7428 



千葉市健康福祉局高齢障害部介護保険課  千葉市中央区千葉港1-1 043-245-5064 

第三者苦情相談窓口   民生委員 篠原 昭子   

 

７．非常災害時の対策 

防災対策 

従業員は常に災害事故防止と利用者の安全確保に努

めるものとする。管理者は、防災管理者を選任する。 

防災管理者は、非常災害に関する具体的計画を立て

定期的に消防設備等を点検します。 

非常時の訓練等 

別途定める「おゆみ野苑 防災計画」にのっとり年2

回、夜間および昼間を想定して訓練を利用者も参加

して実施します。 

防災設備 

室内防火栓、避難階段、非常通報装置、自動火災報

知器、漏電火災報知器、誘導灯、カーテン等は、防

災性能のあるものを使用しています。また、設備に

関しては定期的に点検を行います。 

 

８．虐待の防止について 

事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次に掲げる必要な措置を講じます。 

（１） 虐待を防止するための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う事が出来るものとする。）

を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図っていきます。 

（２） 虐待防止のための指針を整備しています。 

（３） 従業者に対して虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

（４） 前 3 号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置しています（主に管理者か教育事業部となりま

す）。 

（５） サービス提供中に、当該事業所従業者又は家族、親族等により虐待を受けたと思われる利用者を発見した場

合は、速やかにこれを市町村に通報するものとします。 

 

９． 身体拘束について 

事業所は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。但し、自傷他害等のおそれがある場合等、利

用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられる時は、利用者及びその家族に対して説明し同

意を得た上で、必要最小限の範囲内で行う事があります。その場合は、身体拘束の内容、目的、拘束の事案、経過観

察や検討内容を記録し、5年間保存します。また、事業者として身体拘束をなくしていくための下記の通りの取組を

積極的に行います。 

（１） 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う事が出来るものとす

る。）を３ヶ月に1回以上開催し、その結果を従業者に周知徹底を図っていきます。 

（２） 身体拘束等適正化のための指針を整備しています。 

（３） 従業者に対し、身体拘束等適正化のための研修を年2回以上実施しています。 

 

１０．地域との連携 

（１）事業所は、運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等地域との交流に努

めます。 

（２）利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、本事業所が所在する圏域の地域包括支援センターの職員、認知症

対応型共同生活介護等について知見を有する者等により構成される協議会（以下、「運営推進会議」といいます。）を

設置し、おおむね２ヶ月に1回以上開催します。 

（３）運営推進会議に対し、サービス内容及び活動状況を報告し、評価を受けるとともに、必要な要望・助言等を聴

く機会を設けます。また、報告・評価・要望・助言等についての記録を作成し、公表します。 

 



１１．当施設ご利用の際に留意していただく事項 

 利用者が快適な1日を送られますように、最低限度の施設内のルールを設けています。また、当事業所は安全な環

境作りに努めていますが、利用者の身体状況や病気に伴う様々な症状や環境等が原因により、下記の危険性及び対応

（以降「リスク」という。）を伴います。これらの事はご自宅でも起こりうることですので、十分ご留意頂きますよ

うお願い致します。 

 種類 内容 

来訪・面会 
面会時間（午前9：00より午後7：00）を守り、来訪の都度、職員に届け出て下さい。 

来訪者が宿泊される場合には、必ず事前に許可を得てください。 

外出・外泊 外出・外泊を希望される場合は、所定の用紙で管理者へ届け出てください。 

居室・設備 

器具の利用 

造作、模様がえは原則としてできません。 

施設内の居室や設備、器具は本来の用法に従ってご利用ください。これに違反した利用により

破損等が生じた場合、賠償していただくことがあります。 

喫煙・飲酒 
施設内及び敷地内での喫煙は原則として禁煙です。飲酒は利用者の状況に応じて検討いたしま

す。 

迷惑行為等 
騒音等、他の利用者の迷惑になる行為はご遠慮願います。また、許可なく他の利用者の居室等

に立ち入らないようにしてください。 

所持品の 

持ち込み 

入居に際して居室にはベッドと簡易テーブルを用意致します。それ以外は利用者による持ち込

みとなっています。少しでも利用者が生活しやすいように自宅で使用していた身のまわりの物

品を持ち込むことを推奨します（但し、居室内に収まる範囲でお願いいたします）。 

宗教活動 

政治活動 

施設内での他の入居者様に対する宗教活動および政治活動はご遠慮ください。 

動物飼育 
施設内へのペットの持ち込みおよび飼育はお断りいたします。 

 

事故 

① ① サービス利用中は職員一同、十分注意してサービスを提供していますが、マンツーマンで

の対応は出来かねるため、サービス提供中に転倒や認知症に伴う徘徊・異食行為等 事故に至る

リスクがあります。事故があった場合は、電話を通して家族へ報告致します。 

加齢に伴う骨密度

の減少及び骨粗鬆

症による骨折 

（過去に骨折、骨粗

鬆症の治療を受け

ている方） 

① 職員一同、利用者の身体状況を理解した上で注意してサービスの提供に努めていますが、

まれに高齢及び骨粗鬆症等の疾病に伴う、自然骨折（圧迫骨折等）のリスクがあります。その

場合、医療機関への受診でも、骨折の原因を特定できない場合があります。 

②サービス利用中は職員一同、十分注意してサービスを提供していますが、サービス利用中に

椅子や車いす等からの転落、体操の実施中に足首をひねる（捻挫）等により骨折する可能性が

あります。骨粗鬆症の方は骨折のリスクが高い為、転倒事故等があったら直ぐに救急搬送しま

す。 

緊急時 

の対応 

サービス利用中に心身が危険な状態（呼吸困難、激しい頭痛・腹痛、吐血・喀血、誤嚥、等）

におきましては、救急搬送させていただきます。その際は、原則として重要事項説明書記載の

緊急連絡先①へ連絡しますが、繋がらなかった場合は、そのほかの登録連絡先へご連絡させて

いただきます。いずれも連絡がつかない場合は、救急搬送後の連絡となる場合もあります。 

感染 

朝の健康チェックにおいて、測定した値が著しく異常な場合（37.5℃以上の熱等）は、看護職

員によりインフルエンザ、新型コロナウィルス等の感染症の疑いがあると判断することがあり

ます。疑いがある場合は、居室への隔離か入院になります。また、その間は施設における面会

禁止や外出禁止をお願いすることがあります。 

急変 
高齢者の為、脳や心臓の疾患により、急変される場合もあります。その場合は、直ぐに救急搬

送をします。 

 

 

 

 



１２． 重要事項説明の年月日 

この重要事項説明書の説明年月日     年  月  日 

 

私は、本書面により、事業者から上記の内容について重要事項の説明を受けました。          

 

利用者   住  所 

                  

氏  名            ㊞ 

 

身元引受人  利用者との関係：       

 

住  所 

                  

氏  名              ㊞ 

 

連帯保証人  利用者との関係：       

 

住  所 

                  

氏  名              ㊞ 

 

事業者は、指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護のご利用にあたり、利用者に対して重要事項説明書に

基づいて、重要事項を説明しました。     

 

            事業者   事業者名 レビー・ケア株式会社 

      

                 住  所 千葉県船橋市上山町 

１―１５７―１ 

 

代表者名 代表取締役社長 佐藤 千晶  ㊞ 

   

事業所   事業所名 レビーグループホームおゆみ野苑 

      

                 所在地  千葉県千葉市緑区おゆみ野南6丁目48-2 

                       

説明者                 ㊞ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      レビーグループホーム 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レビー・ケア株式会社 
 


